
 

第３回 フードテックワーキンググループ 

議事次第 

 

日時：令和８年４月９日（木）13:00～14:30 

場所：農林水産省 第１特別会議室     

 

１．開会  

 

２．議事 

（１）フードテックワーキンググループ関連の動き 

 

（２）食品機械及び新規食品の官民投資ロードマップ（素案）について 

 

（３）意見交換 

 

３．閉会 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

【配布資料】 

資料１：フードテックＷＧの今後のスケジュール 

資料２：食品機械 官民投資ロードマップ（素案） 

資料３：新規食品      〃     （素案） 

資料４：フードテックワーキンググループ とりまとめ（たたき台） 

資料５：討議参考資料（日本成長戦略会議における戦略分野"フードテック"の投資戦略検討） 



第３回 フードテックワーキンググループ 

出席者名簿 
 

【座長】 

農林水産大臣          鈴木 憲和 
 

【座長代理】 

農林水産副大臣          根本 幸典 

農林水産大臣政務官      広瀬 建 
 

【構成員】 

Beyond Next Ventures株式会社 パートナー  有馬 暁澄 

株式会社 UnlocX 取締役      岡田 亜希子 

一般社団法人 AgVenture Lab 会長        荻野 浩輝 

株式会社メロス 代表取締役     小倉 千沙 

株式会社三菱総合研究所 シニアマネージャー  久保田 孝英 

特定非営利活動法人植物工場研究会 理事長   林 絵理 

デロイトトーマツグループ 執行役    松江 英夫 
 

【事務局】 

農林水産省 大臣官房技術総括審議官    堺田 輝也 

          政策課長     日向 彰 

          政策課技術政策室長    阿部 尚人 

          新事業・食品産業政策課長   石田 大喜 

新事業・食品産業政策課 

新事業・国際グループ長   朝比奈 祥子 

農産局 園芸作物課長    久保 牧衣子 

農林水産技術会議事務局 研究総務官 東野 昭浩 

研究調整課長 羽子田 知子 

研究開発官 龍澤 直樹 

水産庁 栽培養殖課長    藤田 晋吾 

経済産業省 イノベーション・環境局 イノベーション創出新事業推進課 課長 石川 浩 
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